




La theorie du louage de services par Gve BOISSONADE : 
la protection des travailleurs (2) 
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(3) Gve Boissonade. Projet de Code civilρour I'Emtire du ]aton. accompgne d'un commentaire. nouvelle edition. 



















































































































(17) (LA QUESTION OUVRI立REAU }APON.Conference faite a TOKYO.Ie 15 Octobre 1892.au si句ede la 














































































































































































(38) 22 FEVRIER=4 MARS 1851.-Loi relative aux contrats d'apprentissage. 
(39)ポワソナー ドが.r習業契約Jを規定するにあたり.その他に参照したフランス法は， rl841年3月2日法 (Loi
du 22 MARS 1841.) J及びrI874年5月19日-6月 3日法 (Loidu19 MAI=3 JUIN 1874.) Jといった工場や
作業場における児童の雇用に関する特別法である (Boissonade，proiet，nouv.ed.，t.3，1891，p.1031)。
前者の1841年法は.フランスではじめて就業最低年齢を定めたもので， 8歳未満の児童の就業を禁止し， 12 
歳以下の児童の労働時間を8時間.12歳から 16歳の労働時間を 12時間に制限したものである。 f走者の 1874
年法は.就業最低年齢を 12歳に引き上げ， 16歳以下の労働者については.労働時聞を 12時間に制限.夜業
を禁止し.また.労働監督の制度を設けたものである(恒藤武二『フランス労働法史J(日本評論新社， 1955年)



















J .B.Duvergier. CollectiOlI complete des lois. decrets. ordonllallces. reglemellts， etavis du Conseil 
d'Etat.t.51.Paris.1851. (reimpression.Allemagne.1995) .pp.79・8.から引用した。また.邦訳は筆者によるもの
である。フランス習業契約法条文に関して.以下同様である。
141 )フランス習業契約法第2条「①習業契約は，公証書 (actepublic)又は私署証書 (actesous seing prive)によっ
て発生する。
②習業契約は.口頭によっても発生する。ただし.証言による証拠 (preuvetestimoniale)は.一般の契約又

























































































































































(51) r法典調査会 民法議事速記録第三十四巻J(日本学術振興会 1935年)11-12丁。なお.閲覧は国立国会図
書館サイト「近代デジタルライプラリー」によった (http://kindai.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1367561)。
(52)向上書. 12-13了。
(日)前掲『法典調査会 民法議事速記録jでは.r次ノ第二百六十九条」となっているが.おそらく「二百六十八条J
ではないかと恩われる。
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⑤習業者の義務(草案財産取得編第967条，旧民法財産取得編第271条)は，契約の性質上当
然であり規定する必要はない。
⑥習業契約期間の延長(草案財産取得編第968条，旧民法財産取得編第272条)は，民法の範
鴫から外れるので，民法中には規定しない。
⑦習業契約の法律上の終了原因(草案財産取得編第969条，旧民法財産取得編第273条)は，
雇傭契約の規定に包含される。
③習業契約の裁判上の解除原因(草案財産取得編第970条，旧民法財産取得編第274条)のう
ち.r義務不履行Jはすでに本案で規定がある。その他の原因は 本案における「日ムヲ得ヌト
キハ契約ヲ解除スルコトガ出来ル」の規定のなかに含まれる。
以上をもって.穂積は，師匠・親方が習業者に教育を受けさせる義務と，習業者側の重大な原
因により一ヶ月以上連続して中断した場合の契約期間の延長の二つを除き，他の習業契約規定は
雇傭契約やその他の民法典中の規定に吸収できると考え その結果「習業契約」の節は削除され
た。おそらく，民法典の他の規定に吸収できない習業契約に特有の規定については，諸外国と同
様に別途特別法で定めればよいと考えていたと思われる。
そもそも.このような習業契約規定の不要論は，旧民法制定時にも日本人委員から出ていた。
旧民法編纂過程での法律取調委員会による第二回目の審議で，報告委員である今村和郎が「見習
契約ニ関スル説」と題し.欧米諸国における未成年者の労働を規制する法律の制定状況を説明し
たうえで伽'以下のように述べて他の委員たちに「注意」喚起をした。
(54)今村和郎による欧米諸国の未成年労働の規制法の紹介は，以下の通りである。
「 見習契約ニ関スル説
按スルニ欧米ノ列国ニハ未成年者ノ使役ニ付キ取締ノ法律ヲ設ケタリ(中略)
何レノ園ニ於テモ此法律ノ規定セル事項ハ左ノ数件ナリ
第一 児童ノ仕事場ニ入ルヲ許スヘキ年齢ヲ定ムル事
第二 一日中仕事スヘキ時間ヲ限定スル事
第三 夜間及日曜日ノ仕事ヲ禁スル事
第四 児童ニ入学ヲ命シ及親方ニ其見習生ヲシテ修学セシムルノ義務ヲ命スル事
第五此法律ノ施行ヲ監督スルノ方法ヲ定ムル事
第六 衛生ノ事(飲食ヲ清潔ニシ及危険ノ仕事ニ関スル類)
第七罰則
此法律ハ未成年者ヲ保護スルヲ以テ其目的ト為ス蓋シ欧米ノ列国ニ於テハ製造工作ノ業繁盛ニシテ製作ノ業ヲ
営ム者ハ激使スルノ益アリ児童ノ親族ハ多ク貧民ニシテ其残酷ニ抵抗スル事ヲ得ス又児童ハ自ラ論争スルノ織
力ナシ以テ惨状言フ可カラサルノ弊害アリ是ニ於テ立法者ハ此残酷ヲ見ルニ忍ヒス法律ヲ定メテ児童ノ不幸ヲ
救護セント欲シタルナリ然リ而シテ此法ノ目的トスル救事項中監督ノ一事ハ執レノ園ニ於テモ其方法ノ宜キヲ
得ント欲シテ百方之ヲ講究ス何トナレハ此一事ニ不備アレハ此法ヲ挙テ徒法ト為セハナイ成ハ俸給ヲ与ヘテ監
督官ヲ置カント欲スト錐トモ大ニ財政ニ関係アリ或ハ議会若クハ親方ノ中ニ於テ人ヲ選定シ無給ニテ監管ヲ為
サシメント欲スト雌トモ彼等相互ニ憾秘シテ仕事場内ノ事ヲ告発セス故ニ監督ノ方法ハ各国ノ立法官ヲシテ苦
慮セシムル所ノモノナリ唯法律ニ刑罰ヲ加ヘテ始メテ梢ヤ其効ヲ見ル事ヲ得タルノミJ(前掲・『法律取調委員
一部5ー
「今慕氏ノ民法案中見習ニ関スルー節(第九百六十三条以下)ヲ観ルニ其規定スル所一二
ノ事項ニ止ル而シテ最モ必要トスル監督方法及罰則ハ之ヲ設ケス(民法中ニハ此二事項ヲ設
ケ難キカ為メナリ)是故ニ其徒法タルヲ知ル且巣シテ我国ニ於テ此法律ヲ今日ニ必要トスル
ヤ甚タ疑フ可シ要スルニ此取締ハ実ニ我国ニ必要ナルヲ待チ特別法ヲ発シテ完全ナル規則ヲ
設クルノ勝レルニ如カス(欧州ニモ之ヲ特別法ト為ス然ラサレハ此法ヲシテ完全ナラシムル
事ヲ得ス)且此不備ノ規定ヲ以テ却テ実際ニ妨碍ヲ為サン事ヲ虞憧ス識者或ハ日ハン現今必
要ナラサルモ予メ此種ノ法ヲ設ケ将来ノ弊ニ具フ可シト和郎ハ之ニ答テ目ハン是レ恰モ兵備
ヲ為サント欲スル者カ予メ鉄砲弾薬製作スルノミナラス尚ホ予メ弾薬ヲ発放セルカコトシ損
アリテ益ナキナリト然、リト難モ和郎ハ敢テ此案ノ削除ヲ建議セス唯委員ノ此ニ注意アラン事
ヲ翼望スル者ナリJ(55)。
要するに.ポワソナードによる習業契約規定には.未成年者による労働を制限するために最も
必要である監督方法や罰則に関する規定がなく.I徒法」である。かつ.そもそも日本にはまだ
そのような取締法は必要がないのであって，必要になるのを待って特別法によって「完全ナル規
則」を設けた方がよい。旧民法草案の習業契約規定のような不備の規定を設けることは，かえっ
て「妨碍」になるおそれがあるというのである。この今村の意見は.法律取調委員会では特に議
論されることもなく，ポワソナードが規定した習業契約は公布された旧民法でもほぼそのまま維
持されたが，結局，明治民法では削除されることとなった。さきにみた法典調査会における穂積
の習業契約不要論は，今村の見解と同趣旨のものとみてよいだろう。「習業契約」のような特別
規定を民法典のなかに設けることには当初から否定的な声があったのである。
確かに，今村や穂積がいうように.民法典にはあくまで通則のみを規定するにとどめ.商工業
の習得や未成年労働者の保護のために必要な事項は，別途特別法により「完全Jな規則を定める
べきであるというのは，もっともな意見である。しかし「習業契約」の節を先全に民法典から
削除することにより.ボワソナードが意図していた“未成年労働者たる「習業者Jの保護規定"
という意義が消滅してしまったということを忘れてはならないであろう。
おわりに
前稿及び本稿では，ボワソナードの雇傭契約論を，ボワソナードによる講演や旧民法仏文草案
とその註釈の内容から考察してきた。
ボワソナードは.“契約自由の原則"に立脚しながらも，必要に応じて国家が立法により雇傭関
係に干渉することを容認しとりわけ未成年労働者の保護を重視していた。そのうえで.フラン
ス民法ではわずか数条しかない雇傭契約規定を 当時のフランスの学説や特別法を修正・発展さ
会民法草案財産取得編再調査案議事筆記 自第二十二回至第二十五回J26-27丁)。
(日)向上書.27了。
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せたうえで取入れ.日本の旧民法草案のなかに「雇傭契約Ji習業契約」あわせて全15条からな
る詳細な規定を設けた。そのなかでも.雇傭契約における労働者や習業契約における未成年の習
業者を弱者ととらえて保護をはかる規定を民法典のなかに設けようとしたことは.フランス民法
にもみられないもので注目すべき点である。具体的には，雇傭契約においては①終身雇傭禁止の
厳格化，②期間の定めがない雇傭契約の解約申入れの制限事由.③使用者の責任による契約の終
了に対する賠償義務が定められ.習業契約においては①未成年者の保佐・代理の必要性と契約期
間の制限，②師匠・親方の義務の詳細な規定.③習業者保護を目的とした裁判上の解除原因が定
められていた。しかしながら，このような労働者・習業者保護規定は，その内容の不十分さと一
般法たる民法典の性質になじまないことから，その後の明治民法において修正ないし削除され，
労働者保護の観点が弱められたのである明。
他方で，明治期のわが国において特別法による労働者保護立法は実現されなかった。労働者・
使用者間及ぴ授業者(師匠・親方)・徒弟聞を規律する「職工・徒弟条例」の制定作業は.旧民
法制定とほぼ同時期に進められていたが.明治20年代に至って頓挫した。また. 日本で最初の
労働者保護法とされる工場法は，約 15年にわたる制定作業の末，明治44(1911)年に公布され
たものの.施行は大正5(1916)年(全面施行は昭和4(1929)年)まで延期された。ボワソナー
ドが講演「日本に於ける労働問題」において日本の労働問題を危慎していたことともあわせ考え
ると.その起草による旧民法の労働者・習業者保護規定は，近代日本における労働者保護法の先
駆けのーっと捉えることが可能であろう。「法典論争」の結果，旧民法が施行されずに終わった
ため，ボワソナードが意図した労働者・習業者保護規定もまた実現されなかったのである。
(完)
(硲)明治民法の起草者が，いわゆる弱者保護に消極的な態度をとっていたことは.先行研究においても指摘されて
いる。たとえば.小柳春一郎「民法典の誕生」広中俊雄・星野英一編『民法典の百年 I 全般的観察J(有斐悶.
1998年)所収.24-25頁は.その一例として.起草者が利息制限法を廃止しようとしたこと.流質契約禁止
規定に消極的であったことを挙げている。
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